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議案第14号 

令令和和４４年年度度いいわわきき市市工工業業用用水水道道事事業業会会計計予予算算  

  （総則） 

第１条 令和４年度いわき市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１ 工業用水道事業 

⑴ 給 水 件 数 9件 

⑵ 年 間 総 給 水 量 1,798,160㎥ 

⑶ 一日平均給水量 9,880㎥ 

  （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

第１款 工業用水道事業収益 165,641千円 

第１項 営 業 収 益 100,391千円 

第２項 営 業 外 収 益 65,249千円 

第３項 特 別 利 益 1千円 

支    出 

第１款 工業用水道事業費用 155,949千円 

第１項 営 業 費 用 147,978千円 

第２項 営 業 外 費 用 2,970千円 

第３項 特 別 損 失 1千円 

第４項 予 備 費 5,000千円 

  （資本的支出） 

第４条 資本的支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的支出額2,153千円は当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額104千円及び当年度利益剰余金処分額2,049千円で補填するものとす

る。）。 
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支    出 

第１款 工業用水道事業資本的支出 2,153千円 

第１項 建 設 改 良 費 1,153千円 

第２項 予 備 費 1,000千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事    項 期    間 限 度 額 

工 業 用 水 道 施 設 用 地 賃 借 料 

（ 令 和 ４ 年 度 設 定 分 ） 

令和４年度から 

令和５年度まで 
6千円 

  （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 第１款工業用水道事業費用のうち、第１項営業費用と第２項営業外費用（消費税及び地方消費

税に限る。） 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。 

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

⑴ 職 員 給 与 費 13,192千円 

（利益剰余金の処分） 

第９条 当年度利益剰余金のうち2,049千円は、次のとおり処分するものと定める。 

⑴ 第４条で定める資本的支出額に対する補填

  令和４年６月２日提出 

いわき市長  内内  田田  広広  之之
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（（議議案案第第1144号号））

工工  業業  用用  水水  道道  事事  業業  会会  計計

－ 11 －





収               入
(単位　千円)

款 項 目 予  定  額 備 考

1 工 業 用 水 道
事 業 収 益

165,641

1 営 業 収 益 100,391

1 給 水 収 益 100,345
水道料金及び量水器使
用料

2 そ の 他 の 営 業 収 益 46

2 営 業 外 収 益 65,249

1 受取利息及び配当金 1

2 長 期 前 受 金 戻 入 65,248
譲渡により取得した固
定資産の財産評価額の
収益化額

3 特 別 利 益 1

1 そ の 他 特 別 利 益 1

165,641

支 出
(単位　千円)

款 項 目 予  定  額 備 考

1 工 業 用 水 道
事 業 費 用

155,949

1 営 業 費 用 147,978

1 原 水 及 び 浄 水 費 45,170
原水の取水及びろ過に
要する設備の維持管理
等に係る費用

2 配 水 及 び 給 水 費 13,733
配水施設の維持管理等
に係る費用

3 総 係 費 23,827
事業活動全般に係る費
用

4 減 価 償 却 費 65,248
有形固定資産及び無形
固定資産の減価償却費

2 営 業 外 費 用 2,970

1 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

250 一時借入金利息

2 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,720

3 特 別 損 失 1

1 そ の 他 特 別 損 失 1

令令和和４４年年度度いいわわきき市市工工業業用用水水道道事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画

収収  益益  的的  収収  入入  及及  びび  支支  出出

収　　益　　的　　収　　入　　合　　計
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(単位　千円)

款 項 目 予  定  額 備 考

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

155,949収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

工業用水道事業会計 － 14 －



(単位　千円)

款 項 目 予  定  額 備　　　　考

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

155,949収　　益　　的　　支　　出　　合　　計

(単位　千円)

款 項 目 予  定  額 備 考

1 工業用水道事業
資 本 的 支 出

2,153

1 建 設 改 良 費 1,153

1 固 定 資 産 購 入 費 1,153 備品の購入費

2 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

2,153

資資  本本  的的  支支  出出

資　　本　　的　　支　　出　　合　　計
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（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 9,588

減価償却費 65,248

退職給付引当金の増減額（△は減少） 660

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,263

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 249

長期前受金戻入額 △65,248

受取利息及び受取配当金 △1

支払利息 250

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

△16,766

14,649 

小計 9,892

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △250

業務活動によるキャッシュ・フロー 9,643

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,000

資金増加額（又は減少額） 8,643

資金期首残高 0

資金期末残高 8,643

(令和４年10月１日から令和５年３月31日まで)

令令和和４４年年度度いいわわきき市市工工業業用用水水道道事事業業予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書

工業用水道事業会計 － 16 －



660

前 年 度 － － － －

本 年 度

千円 千円 千円 千円

1,803

住居手当
退 職
給 付 費

－比 較 － － －

1,343 336

区 分 期末手当 勤勉手当

－ － －

比 較 － － － －

前 年 度 － － －

－ －

千円 千円 千円

休 日 給
特殊勤務
手 当

　※（　）内は、再任用短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数の合計を外書き。

手 当 の 内訳

区 分 扶養手当

438 1,538 68 10 222

通勤手当

本 年 度

千円 千円 千円

比 較 － －

超過勤務
手 当

管 理 職
手 当

－ － －

人 千円 千円 千円

2

－ －

－ －

前 年 度

千円 千円

4,616 6,418 11,034 2,158 13,192

－ － － － －

本 年 度

人

法 定
福 利 費

合　計 備考

特別職 一般職 給　料 手　当

給給 与与 費費 明明 細細 書書

１　総　　括

計

区　　分

職 員 数 給　　与　　費

－ 17 －



(0)

一 時 借 入 金 利 息

本 年 度

千円 千円 千円 千円

通勤手当 期末手当

－比 較 － － －

前 年 度

比 較 － －－ －

　※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数を外書き。

手 当 の 内訳

区 分
超過勤務
手 当

特殊勤務
手 当

－ － － －

－ －

－ － －

前 年 度 － －

千円 千円 千円

－－ －

千円 千円

本 年 度

人 人

備考
特別職 一般職 給　料 手　当 計

－

⑵ 会計年度任用職員

区　　分
職　員　数 給　　与　　費 法 定

福 利 費

比 較 － － －

660

前 年 度 － － － －

合　計

退 職
給 付 費

本 年 度

千円 千円 千円 千円

1,803

勤勉手当 住居手当区 分 期末手当

1,343 336

－

比 較 － － － － － －

前 年 度 － － － － －

千円

438 1,538 68 10 222本 年 度

千円 千円 千円 千円 千円

特殊勤務
手 当

通勤手当
超過勤務
手 当

休 日 給

比 較 － －－ －

　※（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書き。

手 当 の 内訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

－ －

－ － －

前 年 度 － －

千円 千円 千円

－－ －

千円 千円

4,616 6,418 11,034 2,158 13,192本 年 度

人 人

2

備考
特別職 一般職 給　料 手　当 計

⑴ 会計年度任用職員以外の職員

区　　分
職　員　数 給　　与　　費 法 定

福 利 費
合　計

工業用水道事業会計 － 18 －



(0)

一 時 借 入 金 利 息

本 年 度

千円 千円 千円 千円

通勤手当 期末手当

－比 較 － － －

前 年 度

比 較 － －－ －

　※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数を外書き。

手 当 の 内訳

区 分
超過勤務
手 当

特殊勤務
手 当

－ － － －

－ －

－ － －

前 年 度 － －

千円 千円 千円

－－ －

千円 千円

本 年 度

人 人

備考
特別職 一般職 給　料 手　当 計

－

　⑵　会計年度任用職員

区　　分
職　員　数 給　　与　　費 法 定

福 利 費

比 較 － － －

660

前 年 度 － － － －

合　計

退 職
給 付 費

本 年 度

千円 千円 千円 千円

1,803

勤勉手当 住居手当区 分 期末手当

1,343 336

－

比 較 － － － － － －

前 年 度 － － － － －

千円

438 1,538 68 10 222本 年 度

千円 千円 千円 千円 千円

特殊勤務
手 当

通勤手当
超過勤務
手 当

休 日 給

比 較 － －－ －

　※（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書き。

手 当 の 内訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

－ －

－ － －

前 年 度 － －

千円 千円 千円

－－ －

千円 千円

4,616 6,418 11,034 2,158 13,192本 年 度

人 人

2

備考
特別職 一般職 給　料 手　当 計

　⑴　会計年度任用職員以外の職員

区　　分
職　員　数 給　　与　　費 法 定

福 利 費
合　計

大 学 卒 193,100 円

⑵ 初任給

行 政 職

学 歴 給 料 月 額

短 大 卒 172,700 円

高 校 卒 158,400 円

令和２年10月１日

現　　在

平 均 給 料 月 額 － 円

平 均 給 与 月 額 － 円

平 均 年 齢 － 歳 － 月

※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

⑴ 職員１人当たり給与

区 分 行 政 職

令和３年10月１日

現　　在

平 均 給 料 月 額 － 円

平 均 給 与 月 額 － 円

平 均 年 齢 － 歳 － 月

３　給料及び手当の状況

#VALUE!

手 当 － その他の増減分 －

期末手当

その他の増減分 異動等に伴う分

#VALUE!

その他の増減分 異動等に伴う分

説 明

その他の増減分 － ○平均昇給率1.19％給 料

千円 千円

－

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 備考

－ 19 －



２　　級 ― －

３　　級 ― －

⑶ 級別職員数

区　　分
行　　政　　職

級 職員数

令和３年10月１日

現　　在

１　　級 ― － 人

６　　級 ― －

７　　級 ― －

計 ― －

４　　級 ― －

５　　級 ― －

８　　級 ― －

９　　級 ― －

４　　級 ―

６　　級 ― －

－

５　　級 ― －

－

３　　級 ― －

－

　※（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書きし、会計年度任用職員数を除く。

令和２年10月１日

現　　在

１　　級 ― － 人

２　　級 ―

７　　級 ― －

８　　級 ― －

９　　級 ― －

計 ―

係 長

４ 級
主 任 主 査
主 任 技 査

９ 級 困 難 局 長

　（級別の基準となる職務）

区 分 行 政 職

１ 級
主 事
技 師

２ 級
事 務 主 任
技 術 主 任

３ 級

７ 級 次 長

８ 級 局 長

５ 級 課 長 補 佐

６ 級 課 長

工業用水道事業会計 － 20 －



２　　級 ― －

３　　級 ― －

　⑶　級別職員数

区　　分
行　　政　　職

級 職員数

令和３年10月１日

現　　在

１　　級 ― － 人

６　　級 ― －

７　　級 ― －

計 ― －

４　　級 ― －

５　　級 ― －

８　　級 ― －

９　　級 ― －

４　　級 ―

６　　級 ― －

－

５　　級 ― －

－

３　　級 ― －

－

　※（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書きし、会計年度任用職員数を除く。

令和２年10月１日

現　　在

１　　級 ― － 人

２　　級 ―

７　　級 ― －

８　　級 ― －

９　　級 ― －

計 ―

係 長

４ 級
主 任 主 査
主 任 技 査

９ 級 困 難 局 長

　（級別の基準となる職務）

区 分 行 政 職

１ 級
主 事
技 師

２ 級
事 務 主 任
技 術 主 任

３ 級

７ 級 次 長

８ 級 局 長

５ 級 課 長 補 佐

６ 級 課 長

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (％) － －

　⑷　特殊勤務手当

区　　　分 全 職 種 行 政 職

支 給 対 象 職 員 の 比 率
( 令 和 ３ 年 10 月 １ 日 現 在 )

(％) － －

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額

(円) － －

　※　会計年度任用職員を除く。

　⑸　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６月(月分) 12月(月分) (月分)
区　　分

支 給 期 別 支 給 率
備　　考

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

支給額の

多い手当

○施設維持管理手当
○緊急呼出手当
○危険手当

代表的な特殊勤務

手 当 の 名 称
支給対象
職 員 の
多い手当

○施設維持管理手当
○緊急呼出手当
○危険手当

一般会計の制度
(1.125) (1.125) (2.25)

　※（　）内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

前 年 度
－ － －

－
－ － －

4.25

有
2.125 2.125 4.25

本 年 度

　⑹　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者

(月分)
25年勤続の者

(月分)
35年勤続の者

(月分)
最 高 限 度

(月分)
そ の 他 の

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

加 算 措 置 等

(2% ～ 20% 加 算 )

扶 養 手 当 同 じ な し

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

通 勤 手 当 同 じ な し

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
(2% ～ 20% 加 算 )

　⑺　その他の手当

住 居 手 当 同 じ な し

区　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

(1.125) (1.125) (2.25)
有

2.125 2.125
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いい  わわ  きき  市市  工工  業業  用用  水水  道道  事事  業業  会会  計計  

千円 千円

工業用水道施設用地賃借料
（ 令 和 ４ 年 度 設 定 分 ）

6 － －

期 間

　(新規分）

事 項 限 度 額
前年度末までの支払義務発生（見込）額

金 額

工業用水道事業会計 － 22 －



いい わわ きき 市市 工工 業業 用用 水水 道道 事事 業業 会会 計計

千円 千円

工業用水道施設用地賃借料
（ 令 和 ４ 年 度 設 定 分 ）

6 － －

期 間

　(新規分）

事 項 限 度 額
前年度末までの支払義務発生（見込）額

金 額

  債債  務務  負負  担担  行行  為為  にに  関関  すす  るる  調調  書書

千円 千円 千円 千円

－ 令 和 ５ 年 度 6 6

左 の 財 源 内 訳

令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 以 降

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務 発 生 予 定 額

企 業 債 等
金 額 期 間 金 額

給 水 収 益

－ 23 －



  資    産    の    部
千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

⑴

イ 66,574

ロ 49,248

△3,822 45,426

ハ 292,089

△14,242 277,847

ニ 798,313

△32,721 765,592

ホ 1,049

0 1,049

1,156,488

⑵
イ 789,986

789,986

1,946,474

２ 流　動　資　産

⑴ 8,643

⑵ 16,766

⑶ 895

26,304

1,972,778

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

ダ ム 使 用 権

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

  令令和和４４年年度度いいわわきき市市工工業業用用水水道道事事業業予予定定貸貸借借対対照照表表（（当当年年度度分分））

(令和５年３月31日)

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

土 地

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

工業用水道事業会計 － 24 －



  負    債    の    部
千円 千円 千円 千円

３ 固　定　負　債

⑴

イ 660

660

660

４ 流　動　負　債

⑴ 15,698

⑵

イ 1,263

ロ 249

1,512

17,210

５ 繰　延　収　益

⑴ 2,009,673

△65,248

1,944,425

1,962,295

  資    本    の    部
千円 千円 千円 千円

６ 資　　本　　金 895

７ 剰　　余　　金

⑴

9,588

9,588

9,588

10,483

1,972,778

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
イ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

－ 25 －



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２ 固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法）

・主な耐用年数

建物 38～50年

構築物 10～60年

機械及び装置 ６～20年

工具器具及び備品 ４年

⑵ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

ダム使用権 55年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑶ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．セグメント情報に関する注記

を省略している。

いわき市工業用水道事業会計は、工業用水道事業の単一セグメントであるため、記載

工業用水道事業会計 － 26 －



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２ 固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法）

・主な耐用年数

建物 38～50年

構築物 10～60年

機械及び装置 ６～20年

工具器具及び備品 ４年

⑵ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

ダム使用権 55年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑶ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．セグメント情報に関する注記

を省略している。

いわき市工業用水道事業会計は、工業用水道事業の単一セグメントであるため、記載

  資    産    の    部
千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

⑴

イ 66,574

ロ 49,248

0 49,248

ハ 291,089

0 291,089

ニ 798,313

0 798,313

1,205,224

⑵

イ 804,449

804,449
2,009,673

２ 流　動　資　産

⑴ 895

895

2,010,568

  負    債    の    部
千円 千円 千円 千円

３ 繰　延　収　益

⑴ 2,009,673

0

2,009,673

2,009,673

  資    本    の    部
千円 千円 千円 千円

４ 資　　本　　金 895

895

2,010,568

減 価 償 却 累 計 額

令令和和４４年年度度いいわわきき市市工工業業用用水水道道事事業業予予定定開開始始貸貸借借対対照照表表

(令和４年10月１日)

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

ダ ム 使 用 権

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

－ 27 －



令令  和和  ４４  年年  度度  いい  わわ  きき  市市  工工  業業

収収  益益  的的  収収  入入

収

1
165,641 - -

1 営 業 収 益 100,391 - -

1 給 水 収 益 100,345 - -

2 その他の営業収益 46 - -

2 営 業 外 収 益 65,249 - -

1 受取利息及び配当金 1 - -

2 長 期 前 受 金 戻 入 65,248 - -

3 特 別 利 益 1 - -

1 そ の 他 特 別 利 益 1 - -

165,641 - -収　 益 　的　 収　 入 　合 　計

款 項 目 本 年 度 予 定 額 前 年 度 予 定 額 比 較 増 減

工 業 用 水 道
事 業 収 益

工業用水道事業会計 － 28 －



令令  和和  ４４  年年  度度  いい  わわ  きき  市市  工工  業業 用用  水水  道道  事事  業業  会会  計計  予予  算算  説説  明明  書書

収収  益益  的的  収収  入入 及及    びび    支支    出出

入
（単位　千円）

    

給 水 収 益 98,563 ○有収水量                                      1,798,160㎥

量 水 器 使 用 料 1,782

雑 収 益 46 ○職員健康診断助成金

 

預 金 利 息 1

長 期 前 受 金 戻 入 65,248 ○譲渡により取得した固定資産の財産評価額の収益化額

そ の 他 特 別 利 益 1

各 目 明 細

節 金 額 附 記

－ 29 －



支

1
155,949 - -

1 営 業 費 用 147,978 - -

1 原 水 及 び 浄 水 費 45,170 - -

2 配 水 及 び 給 水 費 13,733 - -

3 総 係 費 23,827 - -

款 項 目 本 年 度 予 定 額 前 年 度 予 定 額 比 較 増 減

工 業 用 水 道
事 業 費 用

工業用水道事業会計 － 30 －



出
（単位　千円）

                                                            

                                                            

旅 費 16

備 消 品 費 571                                                             

燃 料 費 56                                                             

光 熱 水 費 25                                                             

通 信 運 搬 費 476                                                             

委 託 料 9,202
○浄水場管理業務委託料、浄水施設等維持管理委託料、施設等維持
管理委託料

使 用 料 及 び 手 数 料 35

賃 借 料 6

修 繕 費 4,011 〇浄水施設修繕費

動 力 費 18,649 〇浄水施設電力料

薬 品 費 4,750 〇原水処理薬品費

負 担 金 7,373 〇土地改良区等負担金、ダム関係負担金

通 信 運 搬 費 81

委 託 料 418

修 繕 費 2,338 〇配水施設修繕費

動 力 費 10,896 〇配水施設電力料

給 料 4,616 ○会計年度任用職員以外の職員数　２人

手 当 4,496

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,262 ○令和５年６月支給に対する令和４年度負担額

法 定 福 利 費 1,909

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

249 ○令和５年６月支出に対する令和４年度負担額

旅 費 224

各 目 明 細

節 金 額 附 記
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4 減 価 償 却 費 65,248 - -

2 営 業 外 費 用 2,970 - -

1 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

250 - -

2 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,720 - -

3 特 別 損 失 1 - -

1 そ の 他 特 別 損 失 1 - -

4 予 備 費 5,000 - -

1 予 備 費 5,000 - -

155,949 - -

目 本 年 度 予 定 額 前 年 度 予 定 額 比 較 増 減

収　 益 　的　 支　 出　 合　 計

款 項

工業用水道事業会計 － 32 －



（単位　千円）

退 職 給 付 費 660 ○退職給付引当金繰入額

被 服 費 84

備 消 品 費 93

印 刷 製 本 費 251

通 信 運 搬 費 7

委 託 料 1,220 ○財務会計システム委託料、水道施設積算業務システム委託料

使 用 料 及 び 手 数 料 41

厚 生 費 119

負 担 金 8,468 ○水道事業会計への負担金等

保 険 料 128

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

50,785                                                             

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

14,463

                                                            

一 時 借 入 金 利 息 250                                                             

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,720                                                             

                                                            

そ の 他 特 別 損 失 1

                                                            

予 備 費 5,000                                                             

各 目 明 細

節 金 額 附 記
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資資  本本  的的

1
2,153 - -

1 建 設 改 良 費 1,153 - -

1 固 定 資 産 購 入 費 1,153 - -

2 予 備 費 1,000 - -

1 予 備 費 1,000 - -

2,153 - -資 　本 　的　 支 　出 　合 　計

款 項 目 本 年 度 予 定 額 前 年 度 予 定 額 比 較 増 減

工業用水道事業
資 本 的 支 出

工業用水道事業会計 － 34 －



支支  出出

（単位　千円）

                                                            

                                                            

機 械 器 具 購 入 費 1,153

                                                            

予 備 費 1,000

各 目 明 細

節 金 額 附 記

－ 35 －
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